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業績予想の修正、配当予想の修正及び役員報酬の減額等に関するお知らせ 
 
 

 最近の業績動向等を踏まえ、平成 20 年 10 月６日に公表しました平成 21 年３月期の通期業績予想 

及び平成 20 年４月 25 日に公表しました期末配当予想を下記のとおり修正しましたのでお知らせいた 

します。また、これを受けまして、役員報酬の減額等を実施することといたしましたので、併せて 

お知らせいたします。 

 

記  

 

１． 平成 21 年３月期通期業績予想数値の修正（平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日） 

（1）連結 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 3,420,000 130,000 100,000 60,000 54.52

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 2,900,000 △30,000 △50,000 △100,000 △90.87

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △520,000 △160,000 △150,000 △160,000 ――― 

増 減 率            （％） △15.2 ― ― ― ――― 

（ご参考） 

前期実績（平成 20 年３月期） 
3,417,736 183,692 168,399 101,922 93.17

 

（2）個別 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 2,750,000 85,000 77,000 58,000 52.70

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 2,250,000 △50,000 △65,000 △95,000 △86.32

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △500,000 △135,000 △142,000 △153,000 ――― 

増 減 率            （％） △18.2 ― ― ― ――― 

（ご参考） 

前期実績（平成 20 年３月期） 
2,768,797 120,947 116,262 80,737 73.80

 

修正の理由 

   世界同時不況により、平成 20年 10 月６日に公表した通期の業績予想を上記のとおり修正するもの 

  です。上記には、液晶工場再編等に伴う事業構造改革費用や、株式相場の下落による投資有価証券 

評価損、並びに独禁法関連損失などの特別損失計上見込額が含まれております。 



２． 配当予想の修正 

 

 1 株当たり配当金 

基     準     日 第２四半期末 期    末 年    間 

前 回 予 想 

(平成 20 年４月 25 日発表) 
14 円 14 円 28 円 

今 回 修 正 予 想 ――― 7 円 21 円 

当 期 実 績 14 円   

前期(平成 20 年３月期)実績 14 円 14 円 28 円 

 

修正の理由 

   配当については、「安定配当の維持を基本として、連結業績と財務状況等を勘案した配当（連結で 

  の配当性向３０％を目処）を行う」こととしておりますが、上記のとおり非常に厳しい業績見通しと 

  なっておりますので、誠に遺憾ながら期末の配当予想を「７円」とさせていただきました。 

 

 

 

３． 役員報酬の減額等 
 

   通期業績予想の修正及び配当予想の修正を厳粛に受け止め、経営責任を明確にするため、以下 

  のとおり取締役及び執行役員の月額報酬・賞与の減額等を実施いたします。また、監査役から 

監査役報酬の自主返上の申し入れがありました。 
 

（1）月額報酬 

   ・取締役及び執行役員は役位に応じて３０％から５％の幅で減額します。 

   ・監査役は５％を自主返上します。 

   ・本措置は平成 21 年３月から９月までの７か月間とします。 

 

（2）賞与 

   ・平成 21 年６月の賞与は支給しないことといたします。（取締役及び監査役については、平成 

21 年６月に招集する定時株主総会への賞与支給議案の上程はいたしません。） 
 

 上記（1）（2）により役員の実質年収は５０％から３０％程度の減額となります。 

 

 

 

(注) 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の

業績等は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 

 

以 上 


